
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 4 月 27 日（火） 

中津市 福祉部 介護長寿課 介護予防係 

☎０９７９－６２－９８０５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度 

中津市総合事業等説明会 



 

介護保険法（一部抜粋） 

 

（目的） 

第１条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状

態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その

他の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービ

スに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その

行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の

増進を図ることを目的とする。 

 

 

（介護保険） 

第２条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態に関し、必要な保険給付を

行うものとする。 

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとと

もに、医療との連携に十分配慮して行わなければならない。 

３ 第１項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、

被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業

者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならな

い。 

４ 第１項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合において

も、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるように配慮されなければならない。 

 

 

（国民の努力及び義務） 

第４条 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身

の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合に

おいても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サー

ビスを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする。 

２ 国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負担するもの

とする。  
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（１） 総人口・高齢者人口・高齢化率の推移 

中津市の人口は平成 22 年４月１日の 85,897 人から令和 3 年４月１日には、83,517 人と減

少傾向を示しており、令和 7 年（2025 年）には 80,836 人と推計されています。総人口が減少

している一方で、８５歳以上の人口は今後も増加し、下のグラフのように 2010 年の人口を基

準にすると、2025 年には 1.49 倍、2040 年には 1.89 倍に増える見込みです。 

 

 

（２）要介護（要支援）認定者数  

６５歳以上の高齢者人口は増加傾向で、要介護（要支援）認定者数も、平成 22 年４月１日

の 3,661 人（要介護認定率 16.8％）から令和 3 年４月１日の 4,774 人（要介護認定率

18.8％）へ増加しています。また、令和７年度（2025 年）には、4,953 人（要介護認定率

19.2％）、令和 22 年度（2040 年）には、5,169 人（要介護認定率 21.9％）が見込まれます。 
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（１）プラン作成件数について 

  今年度のプラン作成件数は、介護予防ケアマネジメントが月平均４４４件、介護予防支援が

７１２件でした。昨年度と比べ、介護予防ケアマネジメントは減少していますが、介護予防支

援は増加しています。また、新規プランに関しても同じ傾向がありました。 

Ｒ２年度プラン作成件数    年間見込み 13,000 件 

 

 

 

 

 

 

Ｒ２年度新規プラン作成件数  年間見込み 445 件 
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２．総合事業等の実績について 

R2年度の月平均 

介護予防ケアマネジメント  ４４４件   昨年度は５１２件（６８件減！） 

     （ 事業対象者 ２１９件 昨年度は２６８件（４９件減！） 

介護予防支援         ７１２件  昨年度は６６０件（５２件増！） 

  

 

R２年度の月平均 

 介護予防ケアマネジメント １４件    昨年度は１４.５件（０．５件減！） 

                 （事業対象者 ６．５件 昨年度は６件） 

介護予防支援       ２５件     昨年度は２２.５件（２．５件増！） 
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（２）総合事業のサービス費の推移について 

次のグラフは、総合事業サービス費を平成 29年度、30年度、令和元年度、2年度の 4か年

で折れ線グラフにして比較したものです。 

令和元年度と比べて訪問型サービスではサービス費が増加していましたが、通所型サービス

は新型コロナウイルスでの利用者の自粛もありサービス費減少しています。 

 

また、住民主体で運営している有償サービスの利用実績の平成 27年度から令和元年度ま

での推移は以下の通りです。 

  

  

 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 Ｒ１年度

年間時間数 3,533 8,180 8,211 8,820 10,836 13,508

１月当たり時間数 294 682 684 735 903 1126

１月当たり利用人数

（※週１回、１時間利用で想定）
68 157 157 169 208 259
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居宅サービス給付費※（介護給付と予防給付と総合事業の合計）で見ると、予防給付と総合

事業の割合は１４.４％で昨年度より０．４％減少しています。また、事業費で見ると予防給

付と総合事業で約８7８万円（２％増）、介護給付で約１１，７４３万円（５％増）程増加する

見込みです。 

  ※ケアマネジメントは含まない。
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（１）総合事業の弾力化について 

令和元年１２月に取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関する意見」（社会保障審議

会介護保険部会）では、総合事業の効果的な推進に向けて、 

 ・総合事業の対象者が要支援者等に限定されており、要介護認定を受けると、それまで受けて

いた総合事業のサービスの利用が継続できなくなる点について、本人の希望を踏まえて地域と

のつながりを継続することを可能とする観点から介護保険の給付を受けられることを前提とし

つつ弾力化を行うこと 

 ・国がサービス価格の上限を定める仕組みについて、市町村が創意工夫を発揮できるようにす

るため弾力化を行うこと 

 等の内容が明記されたところである。 

 

  

今回、対象者の弾力化の対象となるサービスは、住民主体の生活支援等の活動に対しその運

営費を補助する事業（訪問型サービスＢ、通所型サービスＢ、訪問型サービスＤなど）で中津

市では該当がありません。 

 また、サービス単価については他市の状況と比べ負担が大きい業務などがあれば、適宜検討

していきたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

3．令和３年度介護報酬改定について  

5



 

 

（２）令和３年度介護報酬改定について 

  令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業においても見直しがあ

りましたのでご確認ください。 
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各サービスの基本単位については、下記の通りとします。 

 

【訪問介護事業】 

 

【通所介護事業】 

 

【介護予防ケアマネジメント】 

 

 

【訪問型サービスＡ】 

訪問型サービスＡ  １回あたり ２０１単位 →  ２０２単位（＋ １） 

同一建物減算時   １回あたり １８１単位 →  １８２単位（＋ １） 

10



 

 

【通所型サービスＡ】 

通所型サービスＡ  １回あたり ３５２単位 →  ３５６単位（＋ ４） 

同一建物減算時   １回あたり ２５８単位 →  ２６２単位（＋ ４） 

 

加算についても、下記の通り変更がありましたので、新規に算定する場合や変更のある場合は申

請が必要ですのでご留意ください。 

 

 

 

 
11



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここにテキストを入力

12



 

 

 

委託連携加算については、３００単位が居宅介護支援事業所に入るよう調整しています。 

13
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（１）運営にあたっての留意事項 

中津市条例（人員・設備・運営）等は、介護予防・日常生活支援サービス事業者がその目的

を達成するために必要な、最低限度の基準を定めたものであり、常にその運営の向上に努めな

ければなりません。 

サービス種別ごとの中津市条例等で定められた人員基準は、最低限配置することとして義務

付けられた人員基準であり、この基準を下回ることがないよう注意する必要があります。勤務

表などにより、勤務予定と勤務実績を管理し、必要な人員が確保されていることを毎月確認し

てください。また、各事業所において利用者に対する適切なサービス提供ができるよう、適正

な人員配置に努めてください。 

 

（２）運営にあたっての自己点検時の要点 

  現在、介護予防・日常生活支援サービスにおいては、実地指導を行ってはおりません。しか

し、適切でない運営がされているとの情報があれば、実地指導等も検討しておりますので日ご

ろから適切な運営に努めてください。 

下記の表は、実地指導時の基本的な指摘事項等を中心に記載したものです。業務のマニュア

ル化やチェックリストで定期的に確認する等、自己点検に努めてください。 

 

□注意事項 

◎運営規程、重要事項説明書、契約書等について 

・運営規程、重要事項説明書の従業者の職種、員数及び職務の内容は最新のものを掲載し

てください。また、利用料等についても実情と一致していない箇所があるため、整合性

をとってください。 

※ 従業者の員数については「○人以上」という記載ができるようになりました。運営規

程等を変更する場合は、市に変更届を提出してください。 

・代筆者がサインした場合は続柄を記載するようにしてください。 

・制度改正による料金や負担割合の変更があった場合、常に見直しを行ってください。 

・最新の運営規程、重要事項説明書を、事業所内の見やすい場所に掲示してください。（全

てのページが見えるようにする必要はなく、製本した状態やデータでの掲示で可。） 

・契約書や同意書に日付の記入漏れ等の不備がありました。漏れが無いよう必ず確認をし

てください。 

◎変更届の提出について 

・指定に関する事項や運営規程・重要事項説明書に変更があったときは、必要書類を揃

え、１０日以内に変更届の提出が必要です。 

◎勤務体制の確保について 

・勤務表に常勤・非常勤の別、職種、兼務関係が記載されていませんでした。勤務状況の

明確化と人員管理の適正化の観点から、必要事項を記載した勤務表としてください。 

・出勤簿等で出勤記録を残していませんでした。出勤日や従事時間、休暇、遅参早退等の

状況が確認できるよう管理してください。 

◎研修について 

・職員の資質向上のため、事業所内研修や外部研修の機会を確保してください。 

・研修や職員会議は、記録や議事録を整備してください。 

・職員の出欠状況を記録してください。 

4．指定に関する注意事項について  
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・内部研修と外部研修について、それぞれ分かりやすく区分けし、資料を保管してくださ

い。 

・欠席者へのフォロー（伝達・回覧）を確実に行ってください。 

◎従業者の秘密保持について 

・従業者の退職後における「利用者及びその家族」の個人情報に関する秘密保持につい

て、事業者と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知書、誓約書等で取り決めを

行ってください。 

◎介護報酬改定について 

・介護報酬改定に伴う利用料金の変更に関する同意は、口頭で説明を行うだけでなく、利

用者等との間で料金のトラブルが発生しないためにも、利用者またはその家族に説明を

行うとともに、書面にて同意を得ることが適切です。 

◎加算の算定について 

・加算及び減算の算定要件について、基準や留意事項等に則り、加算要件等を適宜確認

し、算定要件上で必要な項目について明確に記録してください。介護給付費の算定誤り

の無いよう、確実に要件を満たしていることを確認し、請求してください。 

◎受給資格等の確認について 

・被保険者証や負担割合証、負担限度額認定証等を確認し、写しを保管してください。 

・税の修正申告などにより負担割合が変わる可能性もあるので、指定居宅介護支援事業所等

との連携に努めてください。 

◎サービス提供記録について 

・給付費請求の根拠となるため、サービスの提供日、提供時間、具体的なサービス内容、利

用者の心身の状況等を、正確に具体的に記載してください。 

・サービス提供記録は、利用者からの申し出により情報を開示するサービス実施の証明であ

るのと同時に、職員間で利用者の状態の把握、共有するための重要なものであるため、記

録はわかりやすく、簡潔に、丁寧に残してください。 

・介護日誌は日付順で整理するなど、後で見返すことができるようにしてください。 

・食事及びおやつについて、何を食べたのか、何食食べたのか等、記録を残すようにしてく

ださい。 

・各種記録は、誰が記載したのかを明確にしてください。 

・被保険者証の介護保険施設等の欄に施設名と入退去年月日を記入してください。 

・記入漏れや印漏れ、不適切なサービス提供が行われていないかどうか等、記録の内容を定

期的に確認してください。 

◎利用料金について 

・「その他の日常生活費」を徴収することはできますが、歯ブラシ等の物品は、個人で準備す

るか、事業所が提供した場合は実費分を徴収するべきであり、毎月定額を徴収することは

適切ではありません。 

・「その他の日常生活費」を徴収する場合は、実費相当額の範囲内とし、電気代等を徴収する

場合はその積算根拠を明確にしてください。 

・日常生活費等を徴収する場合は、必ず書面による同意書に署名捺印をもらってください。 

◎介護サービス計画について 

・同意について、代筆または代理で署名捺印する場合、次のように取り扱ってください。 

利用者が書くことが困難な場合⇒代筆（利用者氏名・捺印＋代筆者氏名・続柄・捺印） 

利用者の意向が確認できない場合⇒代理（代理人氏名・続柄・捺印） 

・暫定プランの場合、第 1表の介護度・認定有効期間は未確定のため記入しないでください。 

・第１表の家族の意向欄は、前回と変化がなくてもコピーするのではなく毎回家族の言葉を

聞き取り、記載してください。 

・計画書の同意をもらったときには、支援経過に記録してください。 

・介護サービス計画は、利用者・家族に対して説明・同意を得てからサービスを開始しなけ

ればなりません。やむを得ず、サービス開始後になる場合、事前に電話等で説明し、同意

を得たことを支援経過等に記録してください。 
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・アセスメントから導かれた課題に対し、居宅サービス計画に沿った当該サービス計画の個

別目標を立て、その実施状況の把握・評価を行い、必要に応じて当該サービス計画を変更

してください。 

・短期目標は６ヶ月、長期目標は１年を目安に作成してください。 

・短期目標は、モニタリング時に評価しやすいよう、なるべく具体的に設定してください。 

・介護支援専門員が作成した居宅サービス計画と事業所の個別援助計画書との整合性を図っ

てください。また、個別援助計画書は介護支援専門員に交付してください（本来は、介護

支援専門員が事業所に対して求めなければならない）。 

◎介護等について 

・薬は適正に管理し、誤薬等を防止するため、複数の職員でダブルチェックを行ってくださ

い。 

・身体拘束に関する指針を定め、施設長、管理者が内容を十分に認識しておく必要がありま

す。また、身体拘束に関する委員会を適正に開催してください。 

◎非常災害対策について 

・緊急連絡網が古い情報のままになっていることがあるため、常に最新の情報に更新して

ください。 

・避難訓練は、地域住民等にも声掛けを行い、地域との連携に努めてください。 

◎衛生管理について 

・冷蔵庫内に賞味期限が切れた調味料が入っていることがありました。期限管理を徹底し、

定期的に整理してください。 

・清潔保持による感染症の予防や快適な生活環境を維持できる体制を整えてください。 

・清潔保持の目的を明確にし、日常的に実施する清掃や特別に実施する清掃について作業計

画を立て、作業手順書（清掃マニュアル）を作成し、清掃実施後は記録を残していく等の

体制を整えてください。 

◎苦情処理について 

・意見箱の近くには用紙、筆記用具を設置し、利用者および家族等が意見を投函できるよう

にしてください。 

・意見箱は、事務室から見えない場所に設置するなど、利用者や家族が書きやすい場所に設

置してください。 

・苦情内容記録票の様式について、家族へ報告した内容を記録できるようにしてください。 

・苦情内容は、常勤・非常勤に関わらず、事業所内で情報共有出来る体制を整えてください。 

◎事故発生時の対応について 

・事故マニュアルを整備し、事故が発生した際の対応について職員間で情報共有してくださ

い。 

・事故報告書には家族へ報告した内容も記録してください。 

・補償等について家族と話をした場合、経過や結果を記録してください。 

・病院受診をした利用者の事故記録が保管されていないケースがありました。漏れなく作成・

保管してください。 

・事故簿冊の管理方法は、人でファイリングするのではなく、事故簿冊を１冊として管理し

てください。 

・事故を未然に防ぐためにも、些細な事案でもヒヤリハット報告書を作成し、職員間で共有

してください。 

・同じような事故やヒヤリハットが多発している場合、原因分析を行い、再発防止策を講じ

てください。 

・事故報告の要件に該当する場合は、速やかに市に報告してください。 

◎地域との連携について 

・避難訓練は、地域住民等にも声掛けを行い、地域との連携に努めてください。 

◎その他 

・諸記録の保存期間は、中津市条例で５年間と定められています。 

・パンフレットのサービス利用料は、２割や３割負担の方についても、負担金額が異なる
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旨を一言記載するなどの対応を行ってください。 

・介護六法、介護報酬関連書籍等は、職員が常時閲覧できる環境にしてください。 

 

・人員（勤務表等）、設備（備品台帳等）、運営（業務日誌、ケースファイル等）に関する書

類は、誰が見てもわかりやすいように、簿冊ごとにファイルに綴じて整理してください。。 

・重複する書類等については、書類の簡略化や効率化を進め、事務負担軽減の図ってくださ

い。 
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5．指定内容変更・更新申請について 

 

（１）指定内容の変更 

介護予防・日常生活支援の指定に係る内容に変更がある場合は、介護保険法施行規則第 131

条の 13 に基づき、市あてに「変更届出書（様式第２号）」の提出が必要です。また、指定の廃

止・休止・再開をする場合も、事前に届出が必要です。 

各種届出書の提出期限は以下のとおりです。 

 

◎変更届出書の提出と期限 

届出種別 提出期限 

指定を受けた内容に変更が生じた場合※１ 
変更が生じた日から１０日以内 

休止していた事業所を再開する場合※２ 

指定を廃止又は休止する場合 ※２ 廃止又は休止する日の１月前 

 

※１ 加算の算定の有無にかかわらず、運営基準に定められた人員が欠如する場合や、事業所

の移転等、変更事案に重要性がある場合は事前に市に連絡・相談を行ってください。判断に

迷う場合も同様です。 

※２ 届出を提出する前に、必ず中津市に報告を行ってください。報告せずに届出様式を提出

しても、受理いたしかねます。 

 

◎変更届出の添付書類 

 

【訪問介護】 

 

変更を要する内容 

ア 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該施設の一部として使用される施設を有する

ときは、当該施設を含む。）の名称及び所在地 

イ 申請者の名称及び主たる事業所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職

名 

ウ 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。） 

エ 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該施設の一部として使用される施設を有する

ときは、当該施設を含む。）の平面図 

オ 事業所の管理者氏名、生年月日及び住所並びにサービス提供責任者の氏名、生年月日、住

所及び経歴 

カ 運営規定 
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-* 

【通所介護】 

 

変更を要する内容 

ア 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該施設の一部として使用される施設を有する

ときは、当該施設を含む。）の名称及び所在地 

イ 申請者の名称及び重たる事業所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職

名 

ウ 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。） 

エ 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該施設の一部として使用される施設を州する

ときは、当該施設を含む。）の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び施設の概要 

オ 事業所の管理者氏名、生年月日及び住所 

カ 運営規定 

 

 

イ ウ エ オ

様式第２号 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

新旧対照表（第７号様式中に記載できれば不要） △ △ △ △ △ △

付表1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

申請者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明

書又は条例等
〇 〇

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 〇 〇 〇

事業所に係る組織体制図 〇 〇

管理者又はサービス提供責任者の経歴書 〇

訪問介護員等の資格を有することを証する書類 〇 〇

事業所の平面図、位置図、写真、賃貸借契約書等 〇

運営規定 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

誓約書（△代表者、管理者変更の場合のみ） △ △

　　　　　　　　　　変更届出が必要となる事項

書類

ア

名

称

所

在

地

名

称

カ

そ

の

他

所

在

地

従

業

者

営業日、時間

その他の費用

事業

実施

地域

イ ウ エ オ

様式第２号 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

新旧対照表（第７号様式中に記載できれば不要） △ △ △ △ △ △

付表2 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

申請者の登記事項証明書 〇 〇

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 〇 〇 〇

事業所に係る組織体制図 〇 〇

事業所の従業者の資格を有することを証する書類 〇

事業所の平面図、位置図、賃貸借契約書等 〇

写真 〇

事業所（施設）の設備の概要 〇

消防法の検査済証等 〇

運営規定 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

誓約書（△代表者、管理者変更の場合のみ） △ △

　　　　　　　　　　変更届出が必要となる事項

書類

ア カ

名

称

所

在

地

名

称

所

在

地

従

業

者

営業日、時間

その他の費用

事業

実施

地域

そ

の

他
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【事業費の請求に関する事項の変更の届出】 

加算等の変更がある場合は、下記の書類の提出をお願いします。 

訪問介護・通所介護と一体的に行っている場合は、加算についての添付書類は省略可能ですが

次ページの点検シートを用い自己点検に努めるようにお願いします。 

※ただし、処遇改善加算、特定処遇改善加算については介護係の指示通りに提出をお願いいた

します。 

 

事業費算定に係る体制等に関する届出書（別紙 1） 

事業費算定に係る体制等状況一覧表（別紙２-1，2₋2） 

 

（２）事業所の指定更新 

総合事業を含む介護保険事業所の指定の効力について、６年間の有効期間が設けられていま

す。 

このため、事業を継続するためには、６年ごとに指定の更新申請を行う必要があり、有効期

間が満了しても更新を行わない場合は指定の効力を失うこととなります。 

 

令和３年度中に指定更新申請が必要となる事業所 

事業所指定の有効期間終了日 

（市の申請時期の目安） 
事業種別 事業所名 

令和３年５月３１日 

（令和３年４月） 

通所介護事業 いずみの園デイサービスセン

ターかきぜ 

令和３年６月１４日 

（令和３年５月） 

訪問介護事業 
丸三グロリアデイサービス 

令和３年７月３１日 

(令和３年６月) 

通所型サービス 
生きがい元気アップクラブ三光 

通所型サービス 生きがい元気アップクラブ耶馬

溪 

令和３年１０月３１日 

（令和３年９月） 

通所型サービス 生きがい元気アップクラブ山

国 
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点検項目 点検事項

運動器機能向上加算、栄養改善加算、口腔機能向上加算又は
選択的サービス複数実施加算の算定

□ なし

生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員等が共同
して、介護予防通所介護計画を作成

□ あり

１週につき１回以上 □ 該当

運動器機能向上加算 専ら職務に従事する理学療法士等を１人以上配置 □ 配置

理学療法士、介護職員等が共同して３月程度の運動器機能向
上計画を作成

□ あり 運動器機能向上計画

効果、リスク、緊急時の対応と併せて利用者に計画を説明し
同意を得る

□ あり

理学療法士等による運動器機能向上サービスの提供 □ 実施

計画の進捗状況の定期的な評価 □

　短期目標に応じたモニタリングの実施 □ 概ね１月毎に実施

　長期目標に応じたモニタリングの実施 □ 概ね３月毎に実施

利用者の運動器の機能を定期的に記録 □ あり

計画実施期間終了後、長期目標の達成度及び運動器の機能の
状況について介護予防支援事業者に報告

□ あり

定員、人員基準に適合 □ あり

栄養改善加算 管理栄養士を１名以上配置 □ 配置

管理栄養士、看護・介護職員等が共同した栄養ケア計画の作成 □ あり 栄養ケア計画(参考様式)

利用者等に対する計画の説明及び同意の有無 □ あり

計画に基づく栄養改善サービスの提供、栄養状態等の記録 □ あり
栄養ケア提供経過記録
(参考様式)

栄養ケア計画の評価、ケアマネ等に対する情報提供 □ ３月ごとに実施
栄養ケアモニタリング
(参考様式)

必要に応じ居宅に訪問 □ あり

定員、人員基準に適合 □ あり

栄養アセスメント加算 口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ又は栄養改善加算の算定 □ なし

管理栄養士を１名以上配置 □ あり

管理栄養士等が共同して栄養アセスメントを実施し、利用者
家族に情報提供し、相談等に対応

□ あり

栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に
当たって必要な情報を活用

□ あり

口腔機能向上加算 言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員を１名以上配置 □ 配置

言語聴覚士、歯科衛生士、看護・介護職員等による口腔機能
改善管理指導計画の作成

□ あり
口腔機能改善管理指導計画・
実施記録(参考様式)

医療における対応の必要性の有無 □ なし

利用者等に対する計画の説明及び同意の有無 □ あり

計画に基づく言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員による口
腔機能向上サービスの提供、定期的な記録作成

□ あり
口腔機能改善管理指導計画・
実施記録(参考様式)

利用者毎の計画の進捗状況を定期的に評価、ケアマネ等への
情報提供

□ ３月ごとに実施
口腔機能向上サービスのモニ
タリング(参考様式)

定員、人員基準に適合 □ あり

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ
栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び口腔機能向上加算
の算定

□ なし

利用開始時又は６月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養
状態について確認し、介護支援専門員に情報提供

□ あり

栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び口腔機能向上加算
の算定

□ なし

生活機能向上連携加算Ⅰ

理学療法士又は医師はサービス提供の場又はＩＣＴ等を活用
した動画等で利用者の状態を把握したうえで助言を行ってい
る

□ 該当

生活機能向上連携加算Ⅱ

利用者ごとの心身等の状況等に係る基本的な情報を厚生労働
省に提出

□ 該当

必要に応じてサービス計画の見直し、サービスを適切かつ有
効に実施するために情報を活用

□ 該当

同一建物減算 事業所と同一建物に居住又は同一建物から通所 □ 該当

□ あり

リハビリを行っている理学療法士等や医師等と訪問を行い計
画を作成

□ 該当

リハビリを行っている理学療法士等や医師からの助言を受け
ることができる体制を構築し、助言を受けたうえで計画を作
成

口腔･栄養スクリーニング加算Ⅱ

科学的介護推進体制加算

口腔の健康状態と栄養状態いずれかの確認を行い、介護支援
専門員等に情報提供

□ あり

点検結果

通所介護事業

生活機能向上グループ活
動加算
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点検項目 点検事項 点検結果

選択的サービスのうち、２種類を実施 □ 該当

選択的サービスのうち、いずれかを１月につき２回以上実施 □ 該当

選択的サービスのうち、３種類を実施 □ 該当

選択的サービスのうち、いずれかを１月につき２回以上実施 □ 該当

事業所評価加算 定員、人員基準に適合 □ あり

運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向
上サービスを実施

□ 実施

前年の１月から12月まで(評価期間)の利用実人員が10名以上 □ 満たす

若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定める □ 該当

利用者に応じた適切なサービス提供 □ 実施

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 厚生労働大臣の定める地域 □ 該当

サービス提供体制強化加算Ⅰ
介護福祉士７０％以上もしくは勤続１０年以上の介護福祉士
２５％以上

□ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当

サービス提供体制強化加算Ⅱ 介護福祉士５０％以上 □ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当

サービス提供体制強化加算Ⅲ 介護福祉士４０％以上もしくは勤続７年以上３０％以上 □ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当

介護職員処遇改善加算Ⅰ 賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 □ あり 改善計画書

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 改善計画書

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書

前12月間に法令違反し、刑罰以上の処刑 □ なし

労働保険料の納付 □ 適正に納付

下記のいずれにも適合 □

□ あり

□ あり 研修計画書

・経験もしくは資格、一定の基準に基づき定期的に昇給する仕組
みを設け、全ての職員に周知

□ あり

介護職員処遇改善加算Ⅱ 賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 □ あり 改善計画書

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 改善計画書

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書

前12月間に法令違反し、刑罰以上の処刑 □ なし

労働保険料の納付 □ 適正に納付

下記のいずれにも適合 □

･任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、全
ての介護職員に周知

□ あり

･資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研
修の機会を確保し、全ての介護職員に周知

□ あり 研修計画書

処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費
用を全ての職員に周知

□ あり

介護職員処遇改善加算Ⅲ 賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 □ あり 改善計画書

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 改善計画書

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書

前12月間に法令違反し、刑罰以上の処刑 □ なし

労働保険料の納付 □ 適正に納付

若年性認知症利用者受入
加算

・資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修
の機会を確保し、全ての介護職員に周知

処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を
全ての職員に周知

選択的サービス複数実施
加算Ⅰ

選択的サービス複数実施
加算Ⅱ

・任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、全て
の介護職員に周知
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点検項目 点検事項 点検結果

介護職員処遇改善加算のＩ～Ⅲのいずれかを算定 □ あり

下記の基準に該当する賃金改善に関する計画の策定 □

(1)経験･技能のある介護職員のうち1人は、賃金改善に要す
る費用の見込み額が月額8万円以上もしくは改善後の見込み
額が年額440万円以上であること

□ 該当

(2)経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用額が
その他の介護職人より、より高くなっていること

□ 該当

(3)介護職員の賃金改善に要する費用額がその他の職種よ
り、２倍以上であること

□ 該当

(1)(3)で改善の条件を満たさなくてもよい場合 □ 該当

･介護職員以外の賃金改善後の見込み額が440万円を超えない
こと

□ 該当

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり

処遇改善の内容についてインターネット等で公表している □ あり

サービス提供体制加算の最も上位の区分の算定 □ あり

介護職員処遇改善加算のＩ～Ⅲのいずれかを算定 □ あり

下記の基準に該当する賃金改善に関する計画の策定 □

(1)経験･技能のある介護職員のうち1人は、賃金改善に要す
る費用の見込み額が月額8万円以上もしくは改善後の見込み
額が年額440万円以上であること

□ 該当

(2)経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用額が
その他の介護職人より、より高くなっていること

□ 該当

(3)介護職員の賃金改善に要する費用額がその他の職種よ
り、２倍以上であること

□ 該当

(1)(3)で改善の条件を満たさなくてもよい場合 □ 該当

･介護職員以外の賃金改善後の見込み額が440万円を超えない
こと

□ 該当

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり

処遇改善の内容についてインターネット等で公表している □ あり

介護職員等特定処遇改善
加算Ⅰ

介護職員等特定処遇改善
加算Ⅱ
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点検項目 点検事項

同一建物居住者に対する訪問減算
事業所と同一若しくは隣接する敷地内の建物、事業所と同一
の建物

□ 該当

1月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物の利
用者

□ あり

特別地域加算 厚生労働大臣が定める地域 □ 該当

中山間地域等における
小規模事業所加算

厚生労働大臣の定める地域＋事業所規模要件 □ 該当

中山間地域等に居住す
る者へのサービス提供
加算

厚生労働大臣の定める地域 □ 該当

初回加算 過去二月の利用実績がない □ 該当

サービス提供責任者による訪問介護の提供又は同行訪問 □ 該当

１　賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 □ あり 介護職員処遇改善計画書

２　改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 介護職員処遇改善計画書

３　賃金改善の実施 □ あり

４　処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書

５　前12月間に法令違反し、罰金以上の刑 □ なし

６　労働保険料の納付 □ 適正に納付

７　次の(一)、(二)のいずれにも適合 □

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、
全ての介護職員に周知

□ あり

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は
研修の機会を確保し、全ての介護職員に周知

□ あり 研修計画書

８　処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要し
た費用を全ての職員に周知

□ あり

１　賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 □ あり 介護職員処遇改善計画書

２　改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 介護職員処遇改善計画書

３　賃金改善の実施 □ あり

４　処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書

５　前12月間に法令違反し、罰金以上の刑 □ なし

６　労働保険料の納付 □ 適正に納付

７　次の(一)、(二)のいずれかに適合 □

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、
全ての介護職員に周知

□ あり

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は
研修の機会を確保し、全ての介護職員に周知

□ あり 研修計画書

８　処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要し
た費用を全ての職員に周知

□ あり

１　賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 □ あり 介護職員処遇改善計画書

２　改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 介護職員処遇改善計画書

３　賃金改善の実施 □ あり

４　処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書

５　前12月間に法令違反し、罰金以上の刑 □ なし

６　労働保険料の納付 □ 適正に納付

７　次の(一)、(二)、(三)のいずれかに適合 □

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、
全ての介護職員に周知

□ あり

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は
研修の機会を確保し、全ての介護職員に周知

□ あり 研修計画書

(三)処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要し
た費用を全ての職員に周知

□ あり

点検結果

サービス提供記録等

訪問介護事業

介護職員処遇改善加算
Ⅰ

介護職員処遇改善加算
Ⅱ

介護職員処遇改善加算
Ⅲ

（自己点検シート） 訪問介護費事業（1/2）25



点検項目 点検事項 点検結果

介護職員処遇改善加算のＩ～Ⅲのいずれかを算定 □ あり

下記の基準に該当する賃金改善に関する計画の策定 □

(1)経験･技能のある介護職員のうち1人は、賃金改善に要する
費用の見込み額が月額8万円以上もしくは改善後の見込み額が
年額440万円以上であること

□ 該当

(2)経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用額がそ
の他の介護職人より、より高くなっていること

□ 該当

(3)介護職員の賃金改善に要する費用額がその他の職種より、
２倍以上であること

□ 該当

(1)(3)で改善の条件を満たさなくてもよい場合 □ 該当

･介護職員以外の賃金改善後の見込み額が440万円を超えない
こと

□ 該当

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり

処遇改善の内容についてインターネット等で公表している □ あり

サービス提供体制加算の最も上位の区分の算定 □ あり

介護職員処遇改善加算のＩ～Ⅲのいずれかを算定 □ あり

下記の基準に該当する賃金改善に関する計画の策定 □

(1)経験･技能のある介護職員のうち1人は、賃金改善に要する
費用の見込み額が月額8万円以上もしくは改善後の見込み額が
年額440万円以上であること

□ 該当

(2)経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用額がそ
の他の介護職人より、より高くなっていること

□ 該当

(3)介護職員の賃金改善に要する費用額がその他の職種より、
２倍以上であること

□ 該当

(1)(3)で改善の条件を満たさなくてもよい場合 □ 該当

･介護職員以外の賃金改善後の見込み額が440万円を超えない
こと

□ 該当

改善計画書の作成、周知、届出 □ あり

賃金改善の実施 □ あり

処遇改善に関する実績の報告 □ あり

処遇改善の内容についてインターネット等で公表している □ あり

介護職員等特定処遇改
善加算Ⅰ

介護職員等特定処遇改
善加算Ⅱ

（自己点検シート） 訪問介護費事業（2/2）26



 

 

（３）届出及び申請に係る様式等の記載についての注意事項 

・様式第２号 変更届出書 

 

 

・付表１ 訪問介護事業・訪問型サービスＡ事業所の指定に係る記載事項 

・付表２ 通所介護事業・通所型サービスＡ事業所の指定に係る記載事項 

 
  法改正等により、届出及び申請に必要な様式等や添付資料は改定される場合があります。届

出又は申請を行う場合は、市からの通知やホームページを確認し、最新の様式等を使用してく

ださい。 

 

6.区分変更（認定）申請時等の取り扱いの注意点について 

要支援認定者または事業対象者が要介護認定（要介護１以上）を受けた場合注意点や日割り

請求をするときの際の取り扱いについて次のとおりとします。 

（様式第２号）

令和　　年　　月　　日
中　津　市　長　　あて

　

印

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

変　更　届　出　書

代表者氏名

事業者

指定内容を変更した事業所

サービスの種類 訪問介護事業・訪問型サービス

名称

所在地

介護保険事業者番
号

所在地

名称

訪問介護事業（A2）

訪問型サービス（A3）

通所介護事業（A6）

通所型サービス（A7）

のいずれかを記入くださ

い。（）内の記入は不要

です。

基準上の必要人数（人）

適合の可否

日 月 火 水 木 金 土 祝 その他年間の

休日

～ ～ ～

備考

法定代理受領分 保険者の定める額の１割～３割

法定代理受領分以外 保険者の定める額の１割～３割

その他の費用 運営規定に定める通り

通常の事業 ① ② ③ ④ ⑤

実施地域 備考

別添のとおり

利用者数（推定数）

主
な
掲
示
事
項

営業日

土曜 日曜・祝日
営業時間

利用料

平日

添付書類

市町村ごとに単価を設定す
るので介護報酬告示額や厚
生労働大臣の定める額等と
記入しないでください。
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１．プラン作成上の注意点

事業対象者となった日：5月23日
要介護認定（区分変更）申請年月日：8月22日
認定審査会：9月20日

Ⅰ　要支援１または２の認定を持っている方が、区分変更申請を行い、要介護１以上となった場合

・区分変更申請前にサービス担当者会議を行い、暫定プランを作成。
・区分変更申請日にさかのぼって、8/22～要介護１で請求。
・介護給付サービスではないものを暫定プランに入れていた場合、自己負担となるので利用者または家族の了承をもらうこと。例．通所型サービスAなど

＜要点＞
・要支援認定者が区変を行い要介護認定が出た場合、申請日にさかのぼって介護給付サービスの利用開始となるため、
介護給付のプランを作成できるケアマネジャーの確保が暫定プラン作成の段階で必要となる（居宅サービス計画の提出は８月２２日付）。

Ⅱ　事業対象者の方が認定の申請を行い、要支援の認定が出た場合

事業対象者となった日：5月23日
要介護認定（区分変更）申請年月日：8月22日
認定審査会：9月20日

事業対象者 要支援１

・認定申請前にサービス担当者会議を行い、暫定プランを作成。
・認定申請日にさかのぼって、8/22～要支援１で請求。

Ⅲ　事業対象者の方が認定の申請を行った場合

【原則】要介護認定申請日より介護給付サービス（要介護１相当）の暫定プランを取り扱う場合

事業対象者 要介護1

・サービス担当者会議を開催し、8/22より介護給付サービス（要介護１相当）の暫定プランを作成。
・請求は8/21までを事業対象者、8/22より要介護1で日割請求を行う。
・審査会にて要支援認定がでた場合、限度額を超えた場合など自己負担が発生する場合があることを了解いただく。

【例外】認定結果が出るまで事業対象者として取り扱う場合

事業対象者 要介護1

・事業対象者として作成したプランにて継続して支援。
（プランに変更がない場合でも、申請前にサービス担当者会議を行い暫定プランの作成を行う。）

※居宅サービス計画作成依頼届出書はサービス担当者会議の日以降で、サービス担当者会議からあまりかけはなれた日にならないよう注意する事。

＜要点＞
・原則としてⅠのパターンにて請求を行ってください。
・Ⅱのパターンとなった場合については事前にご連絡ください。

9/26

・認定結果が出た後にサービス担当者会議（９月２６日）を行い、居宅サービス計画作成依頼届出書（１０月１日付）を提出。

9/1

8/22 9/1

10/1

要支援１or２ 区分変更 要介護１以上

事業対象者の介護認定申請または要支援認定者の区分変更の際の取扱い

10/18/1 8/22 9/1

事業対象者 認定申請 要介護１

10/18/1

10/1

要支援２ 要介護１

8/1 8/22 9/1 9/20

事業対象者 認定申請 要支援１

8/1 8/22
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区分変更（認定）申請年月日：8月22日

今回の説明においては通所介護としているが、訪問介護でも同様の取り扱いとする。

Ⅰ．月の途中で区分変更申請を行い要支援１から要支援２になった場合

要支援１ 要支援２

① 通所型サービス１　 × ２１日（契約日数） 契約日から認定の申請した前日までを算定
② 通所型サービス２ × １０日（契約日数）

※「契約終了日」までの日割りとなるが引き続き月途中からの開始事由があるため、解除日の前日を終了日として日割りを行う。
※①もしくは②の期間でサービスの利用がない場合については、利用のない期間については日割りでの請求は行えない。

Ⅱ．月の途中で区分変更を行い要支援１から要介護１に変更になった場合

要支援１ 要介護１

① 通所型サービス１ × ２１日（契約日数） 契約日から認定の申請した前日までを算定
② 通所介護 × サービス提供回数

※「契約終了日」までの日割りとなるが引き続き月途中からの開始事由があるため、解除日の前日を終了日として日割りを行う。
※①もしくは②の期間でサービスの利用がない場合については、利用のない期間については日割りでの請求は行えない。

Ⅲ．月の途中で認定申請を行い事業対象者から要支援１に変更になった場合

事業対象者 要支援１

① 通所型サービス１ × ２１日（契約日数） 契約日から認定の申請した前日までを算定
② 通所型サービス１ × １０日（契約日数）

※「契約終了日」までの日割りとなるが引き続き月途中からの開始事由があるため、解除日の前日を終了日として日割りを行う。
※①もしくは②の期間でサービスの利用がない場合については、利用のない期間については日割りでの請求は行えない。

Ⅳ．月の途中で認定申請を行い事業対象者から要介護１に変更になった場合

事業対象者 要介護１

① 通所型サービス１ × ２１日（契約日数） 契約日から認定の申請した前日までを算定
② 通所介護 × サービス提供回数

※日割りのない加算については月末の介護度に応じて算定を行う。日割りのない総合事業のみの加算については算定可。
※「契約終了日」までの日割りとなるが引き続き月途中からの開始事由があるため、解除日の前日を終了日として日割りを行う。
※①もしくは②の期間でサービスの利用がない場合については、利用のない期間については日割りでの請求は行えない。

事業対象者 要介護１

②

※要介護でのサービスが始まるまでは事業対象者として請求が可能のため、月初めでの介護給付の開始であれば①の期間は
   包括報酬で請求が可能。

8/1 8/22 9/1

8/1 8/22 9/1

10/1

① ②

10/1

① ②

8/1 8/22 9/1

8/1 8/22 9/1

① ②

10/1

① ②

10/1

8/1 8/22 9/1

区分変更（認定）申請等やその他日割り計算で請求を行う事例について

10/1

①

29



Ⅴ．月の途中で利用者と契約しサービスの提供を開始した場合

契約日：8月22日

要支援１

① 通所型サービス１ × １０日（契約日数）

Ⅵ．月の途中で利用者と契約解除となり、サービスの提供を終了する場合

契約解除日：８月２２日

要支援１

① 通所型サービス１ × ２２日（契約日数）

※利用者の死亡については原則、死亡日＝契約解除日として取り扱う。
※利用者が入院した際に契約解除とするか継続するかについては利用者と相談して決めてください。
 　契約を継続する場合は入院期間を含めての請求が可能です。

Ⅶ．月の途中で利用者の転居などがありサービス提供事業の変更があった場合

転居日：8月22日

Ａ事業所 Ｂ事業所

① 通所型サービス１ × ２１日（契約日数） 契約日から転居日の前日までを算定
② 通所型サービス１ × １０日（契約日数）

※「契約終了日」までの日割りとなるが引き続き月途中からの開始事由があるため、解除日の前日を終了日として日割りを行う。
※ただし、他市へ転出の場合はそれぞれの事業所で包括報酬での請求が可能。

8/1 8/22 9/1 10/1

①

8/1 8/22

8/1 8/22

①

① ②

9/1 10/1

9/1 10/1
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7.申請書の押印省略について 

 

介護保険最新情報 vol.901 押印を求める手続の見直し等のための「指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指

定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の

額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着

型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する 

費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出等における

留意点について」等の一部改正について等をはじめとして、申請書に関する押印の省略に関して

通知がありましたので、中津市の総合事業においても下記の書類について押印の省略を認めるこ

ととします。 

また、誓約書については押印にかわる本人確認の方法について検討中ですのでまだしばらく

は押印しての提出にご協力お願いいたします。 

 

 （様式第１号） 指定（更新）申請書 

 （様式第２号） 変更届出書 

（様式第３号） 廃止・休止・再開届出書 

 （別紙１） 介護予防・日常生活総合事業費算定に係る体制等に関する届出書 

 

8.介護事業所のサービス提供中の事故について 

 

（１）事故の報告様式と提出期限 

中津市では、【介護保険事業者における事故発生時の報告取扱要領】及び【事故発生時の報

告に関する基準】を定め、事故が発生した場合における中津市への報告の手順は、まずは第一

報を【事故発生連絡票】（以下、連絡票と表示）により速やかに提出し、その後【事故報告

書】（以下、報告書と表示）を提出することになっています。 

提出期限の目安については、【連絡票】を事故発生日より１週間まで、第１回目の【報告書】

は本人の身体等の状態が落ち着いたタイミングで、第２回目以降の【報告書】は本人の状態が

変わった場合に遅滞なく提出としています。 

報告の不備（連絡の遅れ・連絡票及び報告書の未提出・連絡票と報告書の同時提出など）が無

いように、適切な事故報告を心掛けてください。また、電話にて速やかに第一報を報告した場

合でも、連絡票は１週間以内を目安に提出してください。 

 

（２）事故の再発防止に向けた取組み 

  事故の再発を防ぐために、各事業所では防止対策を検討していると思いますが、抽象的なも

のではなく、より具体的な手段とすることが必要です。報告書にも事業所にて検討された具体

的な内容を記入してください。また、同じ事業所内で同じ事故が発生してしまうという事もあ

るため、職員間の周知徹底を図ることが必要です。 
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【例】 

「細心の注意を払う」 

⇒ どのような場面でどのように対応するのかを防止対策とすること。 

「研修を実施する」 

⇒ いつまでに、どのような内容で、誰を対象に行うのかを防止対策とすること。 

  また、検討した防止対策が本当に実現可能な内容なのかよく考えることも必要です。 

【例】 

「常に見守りを徹底する」 

⇒ 本当に常に見守りを実施出来るのかどうか、疑問が残る。 

  上記の内容を注意するとともに、ケア計画、リハビリ計画、介護・看護技術、施設などの設

備や介護環境など多方面の視点から、事故防止策を検討されるようお願いします。 

 

（４）事故報告様式（中津市ホームページ） 

事故報告様式については、下記ホームページからダウンロードできます。 

 

https://www.city-nakatsu.jp/doc/2014081300056/ 

 

 

 

 

（１）介護保険最新情報（大分県高齢者福祉課ホームページ） 

厚生労働省から通知された「介護保険最新情報」がホームページで閲覧できます。 

 

https://www.pref.oita.jp/site/144/list10357-23292.html 

 

 

（２）ＯＩＴＡかいごだより（大分県高齢者福祉課ホームページ） 

大分県高齢者福祉課が、事業所・施設向けに「ＯＩＴＡかいごだより」を随時更新していま

す。 

 

https://www.pref.oita.jp/site/144/oitakaigodayori.html 

9．情報提供  
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中津市の短期集中型サービス
（通所型サービスＣ・訪問型サービスＣをセットで実施）

通所型サービスＣ 訪問型サービスＣ

対象者 廃用等により日常の生活動作が困難になった要支援（１．２）認定者及び事業対象者
※月新規利用者5名程度を想定

目的 上記対象者に対し、短期集中的に運動器の機能向上のためにプログラムを中心に、栄養改善及び
口腔機能の向上等のプログラムも実施し、日常生活の活動性を高め、生活行為の改善や自立した
生活にむけ支援する。

委託事業所 ・いずみの園中央サポートセンター（通所介護事業と一体的に実施）
・川嶌整形外科病院（通所リハと一体的に実施）

内容 ・運動器の機能向上プログラム
（毎回６０分以上のメニュー）

・栄養改善プログラム（ﾁｪｯｸﾘｽﾄ該当者への個別指導）

・口腔機能改善プログラム（ﾁｪｯｸﾘｽﾄ該当者への個別指導）

※栄養・口腔ともに全体への講話を３か月間に１回実施

・その他のプログラム

通所型サービスＣ事業所のリハ職によ
る訪問
・自宅でのＡＤＬ・ＩＡＤＬの評価
・生活における課題の確認
・環境整備や動作確認
※必要な場合は、管理栄養士、歯科衛生士

利用期間 計画書に基づき、３か月間。必要があれば、最長６か月間までとする。

通所型サービスＣ 訪問型サービスＣ

利用頻度 週１回または２回利用
（サービス担当者会議で決める）

通所型サービス実施期間中に最高３回までとし、
初回は、必ず実施。
最長６か月間となった場合の訪問は最大５回まで
とする。

１回あたりの時間 １２０分以上 ４５分程度

単価 週１回利用：２１，０００円/月
週２回利用：４２，０００円/月

１回：５，０００円（交通費込み）

本人負担額 週１回利用： ２，１００円/月
週２回利用： ４，２００円/月
（単価の１割相当）※一定以上所得者は２割

なし

送迎サービス 必要な方は、送迎あり（本人負担なし）
いずみの園：市内全域可
かわしま：旧市内のみ

その他 ・他の通所型サービスの併用不可 ・通所型サービスＣとセットで利用

加算(R3～新規) 詳細別紙

中津市の短期集中型サービス
(通所型サービスＣ・訪問型サービスＣをセットで実施）

10.短期集中型サービス
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中津市の短期集中型サービス 委託基準
通所型サービスＣ 訪問型サービスＣ

人員基準 管理者 1人 ※支障がない場合は、他の職務と兼務可能

理学療法士または、作業療法士 1名以上
看護職員 1名以上

※健康状態の管理・緊急時の対応に支障のない範囲で、同一施設内の他職務と兼務可能

介護職員 利用者５～14名に1名以上
利用者15名以上に2名以上

管理栄養士、歯科衛生士（※言語聴覚士、看護師でも可）
※同施設内の他の職務と兼務可

通所介護や通所リハ等の事業と同一単位で一体的に実施する場合は、介護給
付の基準を満たした上で通所型サービスCの基準を満たす必要がある。

管理者 1人
※支障がない場合は、他の職務と兼務可能

理学療法士または、作業療法士
※その他必要に応じて、管理栄養士や歯科衛生士
等による訪問指導も実施可。

設備基準 安全に実施でき、各プログラムの実施に支障のない広さの部屋
業務実施に必要な設備と備品を備えること

運営基準 ・個別サービス計画の作成
・運営規程等の説明・同意
・従事者の清潔保持・健康状態の管理
・従事者又は従事者であった者の秘密保持
・安全体制・事故発生時の対応
・廃止・休止の届出と便宜の提供
・実施の記録とその保管
・事業報告
・関係機関との連携（ケアマネや医療機関との連絡）

短期集中型サービス事業の流れ①
対象者の選定

◎廃用等により日常の生活行為が困難になり、運動機能向上プログラムを中心としたサービスが
必要と思われるケース（特に新規）は、原則として、本サービスを勧める。

※心疾患等、医師の指示が必要な方は、通所リハ等のサービスに繋げるものとする。

◎合意形成が取れないケースについては、他のサービスに繋げる。
◎「事業利用申請書」を利用希望者本人が記入してもらい、市に提出。
主治医がいる場合は、本人に本サービスを利用することは、伝えてもらうようにする。

訪問型サービスＣによるリハビリ職の訪問

◎自宅でのＡＤＬ・ＩＡＤＬの評価、住環境を含め、課題の確認。

↓事前に通所事業所に連絡し、対応可能か、開始予定時期等の確認

マネジメント会議

◎ﾌﾟﾗﾝ作成者は、訪問型サービスCの初回訪問を行ったリハ職と、訪問によるアセスメントの結
果を含め、総合的課題や事業の妥当性、支援の方向性、目標設定等について検討する。その後、
『介護予防マネジメント・サービス支援計画書』を作成する。

申請の際には、下記を市役所までご提出ください。
・様式第１号
（短期集中型サービス事業利用申請及び同意書）

・利用者基本情報
・基本ﾁｪｸﾘｽﾄ
・生活機能評価
・介護予防サービス支援計画
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短期集中型サービス事業の流れ②

◎プログラムに沿って、月始まりでサービス開始
◎月に１回は体力測定を行い、利用者にフィードバックするとともに運動負荷等を調整する。
◎定期的にモニタリングし、問題点等があった場合は、サービス計画等を修正する。

◎リハビリ職による訪問型サービスＣのアセスメント結果を踏まえ、通所型サービスＣでの
通所回数や支援内容や今後の訪問型サービスＣの方向性を決める。

サービス担当者会議（サービス事業所、事業所リハビリ職、プラン作成者、本人、家族等）

必要に応じて、訪問型サービスＣによる訪問②（口腔・栄養指導の訪問でも可）

通所型サービスＣ開始（月始まりとする）

サービス事業所と利用者の利用契約の締結

短期集中型サービス事業の流れ③

◎状態像の確認と目標達成の評価
◎卒業後の目標と活動設定
◎卒業後の支援の方向性について確認
◎卒業が難しいケースについては、最長６か月間まで延長できる。
その後も、サービスが必要なケースについては、他のサービスを
検討し、繋げる。

◎自宅でのＡＤＬ・ＩＡＤＬの評価、課題目標達成の確認。（卒業できそうか）

評価会議（サービス事業所、事業所リハビリ職、プラン作成者、本人、家族等）

訪問型サービスＣによる評価訪問③

プラン作成者のモニタリング訪問

卒業証書 地域へのつなぎ、社会資源の活用、自己管理
◎自己モニタリングできるチェックシートの活用を勧める。（検討中）

再度、「事業利用申請書」を
利用希望者本人が記入しても
らい、市に提出。

3か月延長
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Ｃ型サービスの1日の流れ (例：いずみの園中央サポートセンター)

１３：３０ 開始

バイタル、健康チェック

２Ｆ 体操 めじろん体操等

１４：００ 体力測定 機器訓練開始

専門職による講話 （口腔、栄養等）

生活機能、下肢訓練等（60分のプログラム）

１５：３０ 生活アセスメント、

１日の振り返り 自宅での運動課題

１６：００ 終了（送迎）

(R2.2.6令和元年度短期集中型サービス報告会資料より )

短期集中予防サービス 県内の取り組み状況について
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短期集中予防サービス事業 県内の利用状況について

短期集中型サービス事業
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事例の紹介

対象者氏名 81歳、男性

対象者介護度 要支援２ チェックリスト 点数（22点） （新規）

対
象
者
の
概
要

廃用の原因 腰痛悪化、ヘルニアにて入院加療

既往歴
高血圧、パーキンソン病、脊柱管狭窄症、腰椎ヘルニア手術、頚椎手術、
手のしびれ、糖尿病

認知症の有無 無

主治医の意見
H30.9 腰痛、右下肢痛、ブロック注射にて軽減。神経根ブロック4回
施行したが、疼痛悪化。腰椎ヘルニア手術後のC型通所を利用。

頻度の理由
今までは室内を這って移動していた。畳からの立ち上がりも困難で椅子
の生活。3ヶ月間に、機能改善をはかっていきたい

目標 グランドゴルフの再開

実施期間 平成31年2月1日～平成31年4月31日 （週２回）

(R2.2.6令和元年度短期集中型サービス報告会資料より )

事例の紹介（訪問C 2月～4月）

(R2.2.6令和元年度短期集中型サービス報告会資料より )
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〇これまでの取組

（H30年度）事業開始、事業説明会、報告会、包括別ケア会議等 （R1年度）総合事業説明会、報告会、包括別ケア会議等

（R2年度）総合事業説明会、看護ネットワーク会議、包括別ケア会議

〇現状・課題

・重度化防止・利用者数の伸び悩み

〇関係者の意見

・前回の管理者会議での意見：実施事業所の増加、手間ひまの軽減、マンパワー不足、通所事業所への説明

・居宅川嶌への聞き取り：短期間のサービスに対する手間、サービスとセットで使ってもらうなど

・アンケート(R2.12月実施)：手間の軽減(42%)、事業所数の増加(16％)、住民の理解(15％)、事業説明(13％) ※詳細別紙

事業説明・広報(わかりやすいパンフレット等）、流れの簡略化・見直し、受け皿を増やす

短期集中型サービス事業

(1)事業説明(住民向け、関係者向け)
住民向け）
・4月15日号市報にて事業紹介
・チラシ作成
・動画作成(県)について、ケーブルテレビ等
での活用
関係者向け）
・ケアマネ向け説明
・C型報告会

(2)事業所数の増設
・リハ職のいる通所事業所に対して、事業協
力依頼を行う

(3)加算の創設
・生活機能改善を評価する仕組み
対象：短期集中予防サービス事業所
・社会参加等へつなぐことを評価する仕組み
対象：プラン作成者、短期集中予防サービス
事業所

その他
・課題：簡単なケアマネジメントの導入による手間ひまの軽減 → 流れの見直し等含め、事業所とともに検討予定

4月15日号市報掲載
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●2種の加算を創設

サービス提供による「生活機能改善」と「社会参加等へつなぐこと」の成果を評価する加算

R3～加算の新設

●現状及び課題

①収益のジレンマ（事業所が生活機能を改善しても評価される仕組みがない）

②サービス終了後の「つなぎ」が重要

社会参加等へのつなぎ加算

[要件]サービス終了時に利用者の生活機能が
改善していること

※動画を撮影し、カンファレンス等で判定

[加算]1人あたり20,000円上乗せ

[要件]サービス終了時に、事業所、地域包括
支援センター等が連携し、通いの場や
ボランティアなど社会参加等へつなぐ
支援を行うこと

[加算]1人あたり3,000円上乗せ

生活機能改善加算

⇒事業所による安定的・継続的なサービス提供を支援するとともに、利用者の生活機能向上、社会参加を促進

対象：短期集中予防サービス事業所

内容：本人の自立を支援するためのリハビリテーション目標を設定の上、利用者の生活機能改善に

成果をあげたことを評価する加算

加算点数：2000単位

加算要件：

①生活機能評価表または課題整理総括表による生活機能(ADL,IADL）の改善が確認可能であること

②サービス利用開始時及びサービス実施後における生活機能又は身体活動の改善を証する動画を

撮影・保管し、保険者等の求めに応じ提示できるようにすること

③原則介護保険から「卒業」すること

（※本人の自立にとってサービス継続が必須の場合の取り扱いは後述）

「生活機能改善」加算判定方法（判定の場）：

・カンファレンス等の保険者が参加する会議にて判定 （既存のカンファレンスへ保険者が参加）

生活機能向上加算①
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「介護保険卒業の考え方について」

自立支援のために必要と考えられるサービス継続のケースはカンファレンス等を通じ、

保険者が認めた場合のみ可。(福祉用具等）

ただし、通所系のサービスの継続は認めない。

生活機能向上加算①

対象：プラン作成者、短期集中予防サービス事業所

内容：本人の意向を踏まえ、生活機能を維持する方法（通いの場への参加）等を検討・提案のうえ、

介護保険サービスを終了したことを評価する加算

加算点数：300単位

加算要件：短期集中予防サービス終了時に、事業所、包括が連携し下記を実施すること

①本人の状態を再度アセスメントし、本人ができるようになった生活行為や意向を把握

②把握した情報をもとに、通いの場やボランティア活動等、生活機能維持につながる選択肢を

検討・決定し、本人へ案内し、必要に応じ、実現できるよう支援

③介護保険から「卒業」すること

④サービス終了した日から起算して14日以降、44日以内に包括支援センターがその機能維持方法

を電話等で確認し、その実践がない場合には機能維持につながる方法を再度提案すること。

電話等連絡について、経過記録表に記録しておくこと

（記録は保険者の求めに応じて提出できるようにしていれば、提出の必要はない）

生活機能維持加算②
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「生活機能維持」加算判定方法：

カンファレンス等の保険者が参加する会議で上記を検討し、利用者が社会参加やセルフマネジメントに

確実につながると保険者が判断した場合に算定

加算のタイミングについて：

最終カンファレンス等において、保険者等による加算算定可否の見極めを行う

算定のタイミング：

カンファレンス等で、利用者が社会参加やセルフマネジメントに確実につながると保険者が判断した場合、

サービス終了月に加算する

その他：予防給付（介護予防支援）は対象外

生活機能維持加算②

20

地域での「自立支援のサイクル」の構築

短期集中予防サービス
事業所

通いの場等

地域包括支援センター
居宅介護支援事業所

(卒業後)

社会参加につながる

(必要に応じ)サービス利用に誘引

(サービス利用へ)

安定した経営
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令和2年短期集中型サービス　利用実績

①．目　的：
　　　　
　　　　　
               

②．実　績：(Ｒ2.4.1～Ｒ3.3.31）

番号 介護度 性別 年齢 回数 廃用の原因・課題 目標 目標達成 卒業後の状況 その後

1

事
業
対
象
者

男 81 週1回

腰痛による活動量の低下から、下肢の筋力
低下、バランス低下があり、転倒の危険性
あり。外出の機会も減っている。

畑の作業ができる。

家の庭にある畑で作業し
たいが、バランスを崩
し、転倒を繰り返してい
る。友人との交流・車の
運転・ゴミ出しは継続で
きている。

腎機能悪化。現在ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ利用中。

デイサー
ビス

2

要
支
援
１

女 77 週2回

令和元年12月・令和2年1月に膝関節症の
手術を実施。両側原発性膝関節症のため、
筋力・耐久性の低下がみられている。床上
動作時や階段昇降時、また入浴動作時には
バランスを崩しやすく転倒の危険性あり。

ボランティア活動を再
開できる。

サービスを利用し、足
の浮腫みもなくなり、
膝の疼痛も軽減。歩行
状態の改善を実感して
いる。

民間のジムに通って筋
力等を維持している。
ボランティアへの再開
を予定していたが、コ
ロナウィルスの関係で
再開できていない。

セルフ

3

事
業
対
象
者

女 79 週2回

Ｒ2.6月脳動脈瘤の手術のため、入院し、
筋力低下（体重3㎏減）。本来参加してい
る週一体操教室もコロナのため休止し、再
開の目途もたってない。

週一体操再開した際に
参加できるため、夫の
介護ができるための体
力をつける。

後遺症が多少あるも、
体力回復。

自宅での体操や週一体
操も再開し、参加して
いる。

セルフ

4

要
支
援
2

女 83 週1回

h30.12月転倒骨折による入院治療歴あ
り。地域の週一体操教室や散歩などで運動
機会を得て、いい状態を維持していたが、
今回新型コロナウイルスの影響で、自宅に
いる時間が増えたことによる生活不活発の
ため、筋力低下。週一体操教室再開の見込
みも立っていない。

宮崎への帰省時、家族
とともに遠出すること
が出来る。

サービス卒業し、現在
は孫の世話をしてい
る。

サービス卒業し、現在
は孫の世話をしてい
る。

セルフ

5

事
業
対
象
者

男 89
週2
回

胆管炎で入院したことにより足が弱り自転
車にも乗れなくなった。免許も返納したた
め、出かけることもできなくなった。せめ
て自転車で自分で買い物に行ける程度に回
復したい。

筋力回復し、自転車に
乗って外出できる程度
の体力回復

実施中

6

事
業
対
象
者

男 78 週1回

令和2年3月に転倒による頭部打撲のため、
2か月間の入院加療。その結果、廃用性の
筋力低下があり、長い距離を歩くのに支障
が生じている。

屋外歩行に不安がある
ため、入院前と同様の
歩行状態で、銀行や郵
便局へ歩行していける
ようになりたい。

実施中
週一体操
と並行で
利用中

7

事
業
対
象
者

女 88 週1回

ホーム入居にあたり、活動範囲が狭くな
り、筋力低下が生じている。また、転居し
て日も浅く、職員や家族以外との交流もほ
とんどない。

運動習慣を身につけ、
体調管理を行いながら
生活が行える。

体力に自信がつき、近
くのコンビニまで歩い
て行けるようになっ
た。

デイサービスにて体操
実施中

デイサー
ビス

8

事
業
対
象
者

女 90 週1回

入所者。感染症対策により外出バス使用制
限があり、外出の機会がほとんどなくなっ
ている。施設内の活動のみとなり、活動量
が低下しており、意欲も低下傾向にある。

集中的に運動できる機
会を確保し、杖歩行で
気軽に外出ができるよ
うになる。

外出バスなどは利用で
きていないが、外出は
できている。

状態改善し、セルフケ
アにてサービスは卒業
している。

セルフ

9

要
支
援
2

男 78 週2回

転倒・骨折による関節の拘縮や可動域の制
限、疼痛、全身の筋力低下等から、身体機
能低下が生じている。それにより転倒のリ
スクも高まっている。

買い物や入浴などの生
活動作を安全に行なう
ことができるようにな
る。

事情により中断

10

事
業
対
象
者

女 79 週1回

右大腿骨骨折による疼痛・筋力低下のた
め、歩行不安定で、バランスを崩しやすく
転倒の危険がある。外来リハを実施してい
るものの思うように改善していない。

自分で着物を着ること
が出来る

実施中

11

事
業
対
象
者

女 85 週1回

両変形性膝関節症に加え、パーキンソン様
の症状がある。不定愁訴があり不活発とな
り下肢筋力の低下がみられている。

屋外歩行が自立して行
えるようになる

持病のﾊﾟｰｷﾝｿﾝが悪化
し、中断

12

事
業
対
象
者

男 80 週1回

ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ症候群に加え下肢筋力の低下もみら
れている。日内変動もあり、調子が悪い時
には、歩行状態がとても不安定で転倒もみ
られる。

屋外歩行が自立して行
えるようになる。

実施中

13

事
業
対
象
者

女 85 週1回

感染症対策による外出制限があり、外出頻
度が減っている。下肢の筋力が低下しまう
ことへの不安が強い。

杖なしで外出すること
ができる。

実施中

14

要
支
援
２

男 75 週1回

令和2年7月複数箇所骨折後、活動量が低
下。それに伴い、立ち上がり動作が困難に
なり、歩行距離も低下。立ち上がり動作や
歩行能力を向上させ、本人のペースで生活
が送れるよう支援します。

家族の見守りなく、一
人で畑作業を行える。

実施中

廃用等により、日常の生活行為が困難になった要支援者、及び事業対象者に対して、短期集中的に運動器の機能向
上のためのプログラムを中心に、栄養改善及び口腔機能の向上等のプログラムも実施することで、日常生活の活動
性を高め、生活行為の改善や自立した生活にむけ支援できる。
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様式第１号

（フリガナ）

（利用者） 印

生年月日 年 月 日

電話番号

医師名

治療中の疾病

＜同意事項＞　

・医師から運動の制限を受けていません。（体調に不安がある時は、無理をせず、

　かかりつけ医に相談の上、医師の同意のもと参加してください。）

・本事業に参加する際の体調、健康管理については、自己責任において行います。

　して関係機関に提供することに同意します。

・この申請の後、サービス事業所からの訪問を受け入れます。

短期集中型サービス事業利用申請及び同意書

年　　　月　　　日

　　　中津 市 長　あて

氏名

介護保険被
保険者番号

住所

　私は、短期集中型サービス事業を利用したいので、下記のとおり申請します。
また、参加にあたり、下記事項に同意します。

記

利用希望事業所

新規・継続 新規　　　・　　　　継続

緊

急

連

絡

先

氏 名 続 柄 住　　所 電 話 番 号

・申請時の提出書類に記載された内容を、本事業のサービスの提供を受けるための資料と

担当の地域包括支援センター又は居宅介護支援事業所 担当者氏名

主治医
病院名
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短期集中型サービス事業におけるマネジメント請求システム入力について 

 

※短期集中型サービス事業については、委託事業であるため、給付管理請求は使わず、マネジメントＡに対す

るマネジメント請求のみの判断となる。サービス事業所から市へ直接請求。市は、マネジメント請求とサービ

ス事業所からの請求を突合する。 

 

①マネジメント費請求における短期集中型サービス事業であることがわかるように、短期集中型サービス事業

利用者については、「介護予防ケアマネジメント費入力ツール」の入力処理メニューの通常入力する「請求情報

入力」に利用者情報を入力後、「委託先支援事業所入力」にて同じように、利用者情報を入力する。（両方に入力

した利用者が短期集中型サービス事業を利用した方と判断される） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利用者情報入力画面 
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地域ケア会議の機能

個別課題
解決機能

＜地域ケア会議の目的＞
（ⅰ）介護支援専門員の自立支援に資するケアマネジメントの支援
（ⅱ）地域包括支援ネットワークの構築
（ⅲ）地域課題の把握

個別ケースの検討を通じて

ネットワーク構
築機能

地域課題
発見機能

地域づくり・
資源開発機能

政策
形成機
能

地域課題の検討を通じて

地域ケア会議（中央・包括別） 地域ケア推進会議

目的があいまいになっていないか？
十分に機能しているのか？

自立支援・重症化予防にむけた
効果的な事業でなければならない！

11.地域ケア会議
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事例検討6か月後に、フィードバックシート
による振り返り

ＰＤＣＡサイク
ルをまわす！

＜評価＞

（ケアマネ側）助言をうけた内容が、マネジメントや支援に活かされたか？
（助言者側）具体的な活かせる助言内容であったか？

31年度新たな取り組み

＜流れ＞

１．中央地域ケア会議で事例検討
２．後日、会議の記録をメールで、関係者に送信し、助言内容を関係者で共有する。

提供したケアマネには、「6か月後フィードバックシート」を送信する。
３．6か月後のモニタリング時に、シートを記入し、市担当に、返信してもらう。
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フィードバックシート（様式）
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令和 3年度リハビリテーション専門職等派遣事業実施要領  

 

目的：地域における介護予防の取組を機能強化するために、ケアプラン作成者や介護事業   

所（訪問・通所）へ、リハ職等を派遣して助言や指導を行い、自立型支援サービスの

促進にむけた関係従事者のマネージメント力向上などの人材育成や介護事業所の資質

向上を図る。また、住民主体の寄り合いの場等へも専門職を派遣して講話や指導を行

い、住民の自助互助による介護予防への取組みを推進する。 

 

委託先：社会福祉法人 九州キリスト教社会福祉事業団 中津総合ケアセンターいずみの園 

派遣専門職員：理学療法士、作業療法士、管理栄養士、歯科衛生士 

派遣対象：ケアプラン担当者（地域包括支援センター、居宅介護支援事業所） 

介護事業所職員（訪問型、通所型、小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所

介護、認知症対応型通所介護） 

住民主体の地域の寄り合いの場等の地域住民組織 

派遣先：利用者自宅、介護事業所、地域の寄り合いの場開催場所 等 

派遣内容：・介護予防ケアマネジメント時等の課題の解決に向けた提案 

     ・住宅改修等の効果的実施への助言・提案 

     ・自立支援をめざした運動指導 

     ・口腔機能低下予防の助言・指導 等 

     ・栄養改善に向けた助言・指導 等 

     ・事業所や職種別の研修講師、実習研修講師 

     ・介護予防に向けた健康講話や指導（運動・口腔・栄養等） 

・その他、相談 

 

派遣時間：基本的には、平日の昼間（８：３０～１７：３０）の派遣とする。 

     しかし、派遣内容の事業所や職種別の研修講師等については、要相談とする。 

      

派遣への流れ： 

   ①地域ケア会議の結果より。 

   ②プラン作成時、ケアマネより。 

   ③サービスの実施において、介護サービス事業所等より。 

   ④集団研修等の依頼。 

   ⑤寄り合いの場への講師派遣事業等より 

 

 

 

12.リハ職派遣事業
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依頼の手順： 

① 専門職派遣を依頼したい場合、委託事業所窓口である中津市地域包括支援センター

いずみの園 担当（楳澤氏）へ「リハ職等派遣依頼書」の黒枠部分を記入し、提出

する。 

  ②派遣専門職より、依頼者へ連絡をとり派遣申請内容を確認し、訪問日や場所等を決定 

する。 

  ③派遣専門職は派遣日に訪問派遣し、助言や指導等を行う。 

  ④派遣終了後、派遣専門職は、派遣実施内容を記録する。 

⑤委託先いずみの園は、月別派遣事業実績表と請求書を作成し、個別の「リハ職等派遣

依頼書」とともに、実施月の翌月１５日までに市介護長寿課へ提出。 

 

 

 

 

 

 

 

   

令和３年度リハビリテーション専門職等派遣事業  

50



令和２年度リハ職派遣事業について（実績） 

①目的  地域における介護予防の取組を機能強化するために、ケアプラン作成者や介護事

業所（訪問・通所・施設）へ、リハ職等を派遣して助言や指導を行い、自立型支援サ

ービスの促進にむけた関係従事者のマネージメント力向上などの人材育成や介護事業

所の資質向上を図る。また、住民主体の寄合の場等へも専門職を派遣し、集団指導を

行い、住民の互助による介護予防への取り組みを推進する。 

 

②ケアプラン作成者や介護事業所への派遣 

  ア．派遣回数 

    計２６回（昨年度３９回） ※新型コロナウイルスの影響で、昨年度より実績減 

 

 イ．派遣職員（複数派遣あり） 

   理学療法士：１９回 

   歯科衛生士：６回 

   栄養士：１回 

 

ウ．介護度 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

エ．相談内容（延べ） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 2 4 6 8 10 12

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

事業対象者

新規申請中

研修会

2

8

2

2

1

11

1

2

2

8

介護度

(人) 

0 5 10 15 20

その他

栄養関係

住宅改修

自主メニュー作成

研修会

口腔関係

福祉用具選定

身体機能評価

サービス事業所への助言指導

(件) 

51



③サロンへの派遣 

  栄養 管理栄養士 2回 

  口腔 歯科衛生士 3回 

  運動 理学療法士 4回 

健康運動指導者 16回 

計 25回 

※新型コロナウイルスの影響で 

昨年度より実績減 
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リハ職派遣実績（令和2年）

月 派遣先 職種 分類 介護度 相談内容 相談内容２ 相談内容３ 相談内容４

7月 その他 dh サロン

10月 その他 dh サロン

10月 その他 dh サロン

11月 その他 栄養士 サロン

3月 その他 pt サロン

回数 31 新型コロナウイルスの影響で昨年度より減

派遣先

事業所 4

その他 5

有料 2

利用者自宅 20

内容

その他 1

栄養関係 1

住宅改修 2

自主メニュー作成 2

研修会 2

口腔関係 5

福祉用具選定 5

身体機能評価 9

サービス事業所への助言指導15

0 2 4 6 8 10 12 14 16

その他

栄養関係

住宅改修

自主メニュー作成

研修会

口腔関係

福祉用具選定

身体機能評価

サービス事業所への助言指導
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（様式１） NO. 記載例

リハビリテーション専門職等派遣事業依頼書兼実施報告書

事業所名 なかつ居宅事業所 連絡先 0979‐22‐□□□□

職種 　プラン作成者　・　介護職員  ・ 氏名 中津　太郎

相談内容

派遣日希望 場所

利用者自宅・事業所

（

）
派遣先

(利用者情

報）

住所 中津市○○
利用者

氏名
　◇◇　花子

介護度 性別・歳　男　・　女（７５歳）

疾病名

介護保険

サービス

生活課題

ﾌﾟﾗﾝの目標

助言指導し

た内容

備考

派遣専門職

氏名

職種：　　　　　　　　　　　　　氏名：

派遣日

平成　　年　　月　　　日

（　　）

     ：　　　　　～

脳梗塞後遺症のため、右半身麻痺、構音障がいがある。起居動作や移動時転倒が多い。

①転倒に気をつけて、横断歩道を渡ることができる。（約１１ｍ）

②自宅で一人でシャワーよくができる。

派遣依頼者

■　身体機能評価　 　　　□　住宅改修　　 　■　福祉用具選定          　■  自主メ

ニュー作成

□　栄養関係　　　　 　　　□口腔関係　　　　 □  サービス事業所への助言指導

□研修会 (           　　　　　           )　    　□その他（　　　　　　　　　　　　　　)

具体的に：

  ・歩行速度を上げるための訓練や、福祉用具の選定について

第１希望：　平成３０年５月２０　日　（火）　ＡＭ

：　ＰＭ

第２希望：　平成　　年　　月　　　日　（　　　）

事業対象者　・　要支援（　２　）　・　要介護（　　　　）

♯１．多発性脳梗塞

♯２．高血圧症

　訪問介護　・通所介護　・訪問看護　・（　　　　　　　　　　）　・（　　　　　　　　　　　）
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NO.

事業所名 連絡先

職種 　プラン作成者　・　介護職員  ・ 氏名

相談内容

派遣日希望 場所

利用者自宅・事業所

（　    　　　　　）

派遣先

(利用者情

報）

住所
利用者

氏名

介護度 性別・歳
　男　・　女

（　　　　　歳）

疾病名

介護保険

サービス

生活課題

ﾌﾟﾗﾝの目標

助言指導し

た内容

備考

派遣専門職

氏名

職種：　           　　　　　　氏名：

派遣日

平成　 年 　月　  日

  (　  )

        ：　 ～　：

派遣依頼者

事業対象者・要支援（　　　　）・要介護（　　　　）

第１希望：平成　　年　　月　　日（　　）ＡＭ：ＰＭ

第２希望：平成　　年　　月　　日（　　）ＡＭ：ＰＭ

リハビリテーション専門職等派遣事業依頼書兼実施報告書

□　身体機能評価　　　□　住宅改修　 　□　福祉用具選定     □  自主メニュー作成

□　栄養関係　　　　 　　　□口腔関係　　　　 □  サービス事業所への助言指導

□研修会 (           　　　　　           )　    　□その他（　　　　　　　　　　　　)

具体的に：

【依頼手順】
①太枠内を記入　②いずみの園へ提出⇒後日派遣担当者より日程調整等の連絡が入ります。

　訪問介護　・通所介護　・訪問看護　・（　　　　　　　）・（　   　　  　　　）
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令和３年度介護予防ケアマネジメント実施状況調査のご協力について(協力依頼) 

 

実施主体 県 

調査目的 重症化の予防、維持・改善（自立した日常生活を営むことが

できるよう支援）を目指した介護予防ケアマネジメント実施

後の経過把握 

・軽度者の特性を踏まえた介護予防ケアマネジメント実施状況

の把握 

・改善後の状態維持のため、予防給付後の一貫・継続したケ

アマネジメントの実施状況の把握 

 

スケジュ

ール 

6 月頃 県→市町村に調査依頼 

12 月末 市町村→県に調査結果提出 

2 月末 結果還元 

調査内容 検討中 

 

 

17.介護予防ケアマネジメント
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住民主体の校区別社会資源（R2.4.27）

地区 南部 北部

●金谷鶴亀サロン（南部まちなみ交流館・毎月第２月曜日） ●北部校区なぎさサロン（新大塚老人憩の家／毎月第３土曜日）

●小祝サロンひだまり(小祝老人憩の家・毎月第２日曜日） ●よねやまセルフサロン ふれ愛（米山老人憩の家／毎月第１・３火曜日）

●サロンはなみずき（南部まちなみ交流館・毎月第４金曜日） ◎蛎瀬あじさいクラブ（いずみの園サマリヤ館／毎週木曜日）

●サロンなんぶ（南部公民館・毎月第４火曜日） ◎米山めだか体操クラブ（米山老人憩の家／毎週火曜日）

○オレンジカフェむらかみ(通所リハ　エルダーカマー) ◎ゆきちげんきの会（北部集会所／毎週火曜日）

◎小祝元気体操クラブ（小祝老人憩の家・毎週金曜日） ◎さんさん体操クラブ(北部公民館／毎週水曜日）

◎南部健康体操クラブ（南部公民館・毎週金曜日）

◎かぼす体操くらぶ（南部まちなみ交流館・毎週火曜日）

◎片端町倖会（片端町集会所／毎週水曜日)

地区：

地区：金谷全地区

●南部さくらサービス ●北部えがおサービス

●「南部校区地域福祉ネットワーク協議会ぽけっと」

　　　情報紙発行、役員会、研修会、総会、、サロン支援

堀川　姫路　米　浦　船場
舟

地区：諸町・外馬場・新魚町・東
堀端・江三竹・萱津

地区：京町・新古博多町・古魚
町・片端町・殿町・2･3丁目

地区：小祝　本町　上方町　中
島

地区：小祝港町　新町　中島一
部

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

□金谷の会（南部公民館・第３金曜
日 昼配食）

□さざ波会（小祝老人憩いの家・第
２木曜日
 
昼会食）

□えみの会（小祝老人憩いの家・第
３木曜日
　
昼会配食）

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

□城下町（南部公民館・第２金曜日
昼配食）

□ふじの会（北部公民館／第４木曜日
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　夕配食）

□えびすの会（南部まちなみ交流
館・第３金曜日 昼配食）

14.住民主体の校区別社会資源
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

豊田 沖代

●ふれあいサロンふるたさん家（毎月第３土曜日）→R2.3月末で終了 ●地域サロン「すずめの家」（すずめの家／毎週火・金曜日）

●地域サロン「福ろうの家」（毎週火・金曜日） ●地域サロンのじこ（沖代公民館／毎週木曜日）

◎上宮永元気クラブ（市営上宮永住宅集会所／毎週木曜日） ●サロンひまわりの種（すずめの家／毎月第４日曜日／対象・聴覚障がい者）

◎中殿健康クラブ（中殿貴船神社集会所／毎週火曜日） ●すずの音（障がい者のサロン）教育福祉センター（毎月第3水曜日）（社協事業）

◎下宮永健やか体操クラブ（下宮永集会所／毎週火曜日） ●シニアほっと元気ステーション「沖代よりあ」（すずめの家/第１水曜日）※社協事業

◎上宮永週一体操教室(豊田公民館／毎週木曜日） ●沖代ミント（すずめの家/第３水曜日）※社協事業

・生き活き・豊田茶話会（年3回） ◎沖代中一クラブ（まなびん館／毎週火曜日）

・女性限定の食事会（蛭子町・月1回）

○オレンジカフェなかつ(ふるかわメディカルクリニック)

地区：上宮永3丁目 地区： 中央町　沖代町

●沖代どんぐりサービス

●豊田校区地域福祉ネットワーク協議会【生き活き・豊田】
●沖代校区地域福祉ネットワーク協議会、
　　　　　　　　　　　　　　　　沖代公民館にて毎

　情報紙発行（年３回）、総会・研修会（年１回）、事務局会議（毎月）、ホームページ開設

　各種団体の事務補助作業、パトロール犬の取り組み

□福寿会（豊田公民館／第１水曜日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夕配食）

□秋桜子（沖代公民館／第１水曜日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　夕配食）
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

小楠 鶴居

●地域サロン｢こまどりの家｣（毎週月・土曜日） ●万田きずなの会（万田地区公民館／毎月第２月曜日）、

●サロン「百歳（ももとせ）」（さんくす事務所/毎週水曜日）→R3.4～ ●長者屋敷サロン（東永添集会所／毎月第２金曜日）、

・絵手紙教室（月1回、労住公民館）、カラオケ教室、 ●湯屋仲良しクラブ（湯屋公民館/毎月）、

　囲碁、ゲートボール、小楠なかよし広場（毎週金曜、コミュニティセンター） ●スマイルサロン（南高瀬公民館／毎月第3土曜日）

◎楠クスくらぶ（小楠コミュニティーセンター／毎週木曜日） ◎高瀬太陽クラブ（鶴居文化センター／毎週木曜日）

◎一ッ松ニコニコ健康クラブ（一ッ松地区集会所／毎週金曜日） ◎万田めじろん体操教室（万田地区公民館／毎週水曜日）、

◎上ノ原健康クラブ（上ノ原区民館／毎週火曜日）、

・かなりや会早朝ラジオ体操、

・カラオケ教室・囲碁教室、グランドゴルフ、万田老人会と鶴居保育園との交流、敬老会、

・俳句教室、湯屋囲碁の会

・男性料理教室（湯屋公民館/毎月）→三光園が窓口

○オレンジカフェ三歩（特別養護老人ホーム悠久の里）

□あやめ会（西大新田集会所／第２水曜日　　夕配食） 地区：西大新田 □ねぎの会（鶴居コミュニティーセンター／第４水曜日　　夕配食）地区：

□わらび会（東大新田集会所／第３木曜日　　夕配食） 地区：東大新田 □人参クラブ（南高瀬公民館／第３土曜日　　昼配食） 地区：

□ひがしはま（東浜集会所／第２金曜日　　夕配食） 地区：東浜 □もみじ（万田地区公民館／第４木曜日　夕配食） 地区：

□うしがみ（牛神集会所／第２木曜日　　昼配食） 地区：牛神１･2･3・４丁目

□一ツ松（一ツ松集会所（絆）／第１木曜日　　夕配食） 地区：一ツ松　

●小楠さんくすサービス

●小楠校区地域福祉ネットワーク協議会「OGUSU友愛
2017」

　情報紙発行（年３回）、総会・研修会（年１回）、事務局会議（毎月）、ホームページ開設
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

大幡 如水

●「ゆめクラブ」大幡（大幡コミュニティセンター／毎月第３金曜日）●地域サロン「めじろの家」（個人宅／毎週水曜日）→R2.3末で終了

●黒水ふれあいいきいきサロン（黒水生活改善センター／月１回）●地域サロン「つばめの家」（つばめの家／毎週月曜日）

●榊原元気クラブ（榊原公民館／毎月２５日）、 ●如水ふれ愛の会（如水公民館／毎月第４火曜日）

◎中原のぞみ会週一体操教室（中原公民館／毎週木曜日） ○健康教室（上如水団地）

◎大悟法週一健康体操（大悟法老人憩の家／毎週金曜日） ◎上如水団地健康クラブ（上如水団地集会所／毎週水曜日）、

◎稲男健康体操クラブ（稲男集会所／毎週火曜日） ・しゃべり場（合馬集会所／第2、4木曜日13時）

◎大貞公園元気体操クラブ（大貞公園集会所／毎週木曜日） ・老人会活動（詩吟、カラオケ、新年会）

◎八幡ほがらか健康クラブ（八幡町集会所／毎週水曜日）

・カラオケ教室・囲碁教室、グランドゴルフ、万田老人会と鶴居保育園との交流、敬老会、 ・八幡町「光寿会」（八幡町集会所／毎月第１火曜日）

・老人クラブ（各地区）

湯屋・東・西・北 地区： 八幡町 地区： 下池永

南高瀬

上万田　中万田　下万田北 地区： 古城町

地区： 上如水

地区： 大貞公園　

地区： 大悟法

●大幡まこもサービス

　研修会（年１回）、災害時要援護者マップの作成・更新、

　社会資源リストの作成・更新

□みすみ会（大悟法老人憩の家／
　　　第３水曜日）夕配食

●地域福祉ネットワーク協議会「大幡福祉の会“輪”」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定例会（毎月１回）

□やまばと会（如水コミュニティーセンター
　　／第３土曜日　　夕配食）

□あけぼの会（如水コミュニティーセンター
　　／第２木曜日　　夕配食）

□さくら（大貞公園集会所／第４水曜日）
　　夕配食

□なのはな（古城町集会所／第３金曜日）
　　夕配食

□ひまわりの会（八幡町集会所／
　　　第２木曜日）夕配食
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

三保 和田

●古森シルバーサロン（古森集会所／毎月第3土曜日） ●陽だまりサロン（田尻老人憩いの家／毎月第４水曜日）、

●黒川地区「ひばり会」（黒川地区集会所／毎月第3土曜日） ◎諸田竹林元気クラブ（諸田区集会所／毎週木曜日）、

◎黒川健康クラブ（黒川集会所／毎週土曜日）、 ◎小路おげんきクラブ（小路地区集会所／毎週火曜日）、

◎田中にこにこクラブ（田中集会所／毎週月曜日） ◎陽だまり元気クラブ（田尻老人憩の家／毎週金曜日）

◎草場クラブ（草場公民館／毎週火曜日） ・自治委員会・自治委員評議会、子ども教室、初寄総会、協議委員会

◎北原サンサン健康クラブ ・老人クラブ

　　　　　　　　　　(北原地区生活改善センター／毎週水曜日） ・親和会、青壮年会、

・三保文化センター（火曜日）

地区： 福島 □なでしこ（田尻老人憩の家／第４土曜日　　昼配食）地区：田尻上・中・下，新開

□たんぽぽ（小路集会所／第３水曜日　　昼配食）地区：諸田

□はぎ（福島生活改善センター・
　　第２土曜日　昼配食・昼会食）
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

今津 三光

●福祉ボランティアキューピット（今津コミュニティセンター／月１回） ●森山いきいきサロン（森山集会所／毎月第3金曜日）

●うえのサロン（植野公民館／月2回） ●上秣いきいきサロン（上秣営農研修センター／毎月第4火曜日）

●エンゼルスクール（今津小／月１回） ●下秣いきいきサロン（下秣集会所／毎月第1月曜）

●ふれあいサロンあい☆いまづ（今津コミュニティセンター／年３回） ●いきいきサロン上田口（上田口多目的集会所／毎月第4月曜日）

●「まったり庵」（今津拠点/第３火曜日）　※社協事業 ●下田口いきいきサロン（下田口集会所／毎月第2水曜日）

◎植野健康クラブ（植野公民館/毎週木曜日） ●諌山いきいきサロン（諌山公民館／月1回、月・水・金のいづれか）

◎野依健康体操（野依集会所/毎週木曜日） ●上深水いきいきサロン（上深水公民館／毎月第4水曜日）

◎犬丸いきいきクラブ（犬丸集会所/毎週水曜日） ●いきいきサロン下深水（深水活性化センター／毎月第1月曜日）

◎えびす元気いきいき週一体操今津教室（今津区集会所/毎週木曜日） ●原口いきいきサロン（原口公民館／毎月第2火曜日）

◎停車場いきいき週一体操（今津コミュニティセンター/毎週水曜日） ●臼木いきいきサロン（臼木集会所／毎月第2火曜日）

◎いきいき赤迫健康クラブ（赤迫地区集会所/毎週木曜日） ●小袋いきいきサロン（小袋研修センター／毎月第3木曜日）

・鍋島地区ふれあいいきいきサロン（鍋島拠点施設／年３回） ●西秣いきいきサロン（西秣集会所／毎月第3水曜日）

・ふれあい歌声サロンあい☆いまづ（今津コミュニティセンター／年３回） ●土田いきいきサロン（土田公民館／毎月第3木曜日）

・ふれあい食事会（植野／隔月１回） ●成恒いきいきサロン（成恒集会所／毎月第2木曜日）

・給食サービス献立会、カラオケ（犬丸・鍋島／各週１回）、 ●佐知いきいきサロン（真坂活性化センター／毎月第1金曜日）

・例祭（犬丸／毎月２５日）､　　健康づくり体操教室 ◎森山健康クラブ（森山地区多目的集会所/毎週火曜日）

○オレンジカフェさわらび（特別養護老人ホームさ蕨） ◎成恒健康クラブ（成恒集会所/毎週火曜日））

◎上秣健康クラブ（上秣営農集団センター/毎週木曜日））

◎うすぎ健康でいようクラブ（臼木多目的集会所／毎週木曜日）

◎下秣いきいき健康クラブ(下秣公民館／毎週月曜日）

◎土田長寿クラブ（土田公民館／毎週木曜日）

・茶話会、グラウンドゴルフ

・老人クラブの活動、囲碁クラブ、竹馬会、佐知Ｆ．レディースクラブ

・わらべ会、コーラスグループ、ひばりの会

○オレンジカフェ三光(三光福祉保健センター)

地区： 鍋島　停車場 □たけのこの会（三光福祉保健ｾﾝﾀｰ/第１月曜　　夕配食）地区： 三光

地区： 野依　植野　赤迫　今津

●今津支え合いサービスすみれ ●三光こすもすサービス

・いきいき今津まちづくり協議会「福祉部会」 ●三光地区地域福祉ネットワーク協議会「ふくしの里ややま」

□いちごの会
　（今津コミュニティセンター／第３金曜　　夕配食）

□ちぐさの会
　（今津コミュニティセンター／第３土曜　　昼配食）
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

本耶馬渓 耶馬溪

●地域サロン「はちどり庵」（はちどり庵／毎週月・木曜日） ●伊福いきいきサロン（伊福公民館／毎月25日）

●折元お楽しみ会（折元集会所／毎月第3月曜日） ●宮園楽しもう会（宮園公民館／毎月第2・第4水曜日）

●たのしみ会（多志田冠石野地区集会所／毎月第3金曜日）●さくらグループ（小柿山公民館／随時）

●にこにこサロン下曽木（下曽木地区集会所／毎月25日） ●島お楽しみ会（下郷公民館／月1回不定期）

●やかたいきいきサロン（やかた田舎の学校／毎月第4火曜日）●鎌城老人会「ほほえみクラブ」（鎌城公民館／月1回不定期）→R2.3末で終了

●ひだ悠遊サロン（樋田公民館／毎月第3金曜日） ●柾木よろうちたのしむ会（柾木集落多目的集会所／毎月第3火曜日）

●サロンなでしこ（東谷集会所/毎月15日） ●長岩サロン（旧長岩小学校教室／毎月15日）

◎東谷健康クラブ（東谷公民館/毎週水曜日）） ●天満いきいきサロン（内山上ノ原公民館／毎月第4日曜日）

◎はちどり庵健康クラブ（樋田酒店　酒蔵/毎週木曜日）） ●不動岩いきいきサロン（深耶馬溪東多目的集会所／毎月第3水曜日）

◎六所健康クラブ（六所センター／毎週水曜日） ●大久保ＯＫサロン（金吉大久保改善センター／毎月第1日曜日）

・競秀峰クラブ、移動販売の日にみんなが集まる、 ●黒法師のびのびサロン（黒法師営農研修センター／毎月第3水曜日→R2.3末で終了

・たのもし（月１回）、青友会（青壮年グループ） ●原井いきいきサロンあじさい会（原井生活改善センター／毎月第2火曜日）

・公民館活動（生きがい教室、女性学級） ●ふれあいサロン「かみとばる」（上戸原生活改善センター／月1回不定期）

○オレンジカフェほんやばけい(喫茶　音猫) ●口ノ林サロン「さかしい会」（口ノ林営農研修センター／毎月第3日曜日）

●おしゃべりＢＡＲ（大野中央公民館／毎月第2土曜日）

●ふれあいサロン「たっとまり」（下戸原公民館／毎月第1土曜日）

●ふれあいサロン「一ツ戸」（一ツ戸公民館／毎月第3水曜日）

●サロン橋本（橋本公民館／月1回土曜日）

●サロン「若宮」（上宮ノ馬場自治公民館／毎週月・火曜日）

●柿坂サロン「なごみ」（柿坂自治公民館／毎月第3土曜日）

●だいだいクラブ（まーちゃん家／毎月第3火曜日）

●家籠ふれあいサロン（家籠生活改善センター／毎月第1火曜日）

●サロン中村（中村営農研修センター／毎月第1水曜日）

●ノーソンサロン（耶馬溪ノーソンくらぶ／毎月第2水曜日）

●サロン瑞雲寺

●朝カフェ（まーちゃん家/毎週木曜日）　※社協事業

●まーちゃん家よりあ（まーちゃん家/第２月曜日）　※社協事業

◎下郷楽しもう会（宮園地区公民館／毎週水曜日）

◎若宮元気になろう会（上宮ノ馬場公民館/毎週火曜日））

・お薬教室、カラオケ教室、グランドゴルフ、どんぐりの会

・ひまわりグループ、ほのぼの茶屋、ゲートボール

○オレンジカフェやばけい(やすらぎ荘ディルーム)

●本耶馬渓ひまわりサービス ●耶馬溪たんぽぽサービス

・跡田コミュニティーの里づくり協議会 ・耶馬溪地域福祉ネットワーク会議
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地区

①住民同士の
つながりの場

【窓口】
●社協
○介護長寿課
◎介護長寿
課・包括
□民生委員

②給食ボラン
ティア

【窓口】
□民生委員

③住民型有償
サービス【窓口

●社協】

④地域福祉を
進める組織

【窓口●社協】

山国

●平小野「コロナ」サロン（平小野改善センター／毎月第3木曜日）

●吉野けんこう隊さろん（吉野公民館／毎月第2・第4水曜日）

●小屋川お楽しみ会（小屋川公民館／毎月第２・第4金曜日）

●守実公民館元気クラブ（主に守実公民館／毎月第3水曜日）

●市平あぜみち（市平地区集会センター／毎月第1木曜日）

●春田ふれあいサロン（春田生活改善センター／毎月第3水曜日）

●大杉の会（庄屋村公民館／毎月第2月曜日）

●中摩ふれあいサロン（中摩コミュニティセンター／4・7・9・2月の日曜日）

●鳶ヶ城サロン（神谷公民館／毎月第4金曜日）

●長尾野ふれあいサロン（長尾野公民館／毎月15日）

●前谷地区ふれあいサロン（槻木交流センター／毎月第４水曜日）

●たいしょう陣（旧溝部小学校／毎月第3土曜日）

●すみれ会（草本公民館／年8回、第1金曜日）

●上村なかよしサロン（宇曽公民館／毎月第3金曜日）

●婦人警防藤野木班やすらぎ（成政公民館／毎月第3月曜日

●犬王丸ふれあいサロン（犬王丸公民館／毎月第2水曜日）

●みさとサロン（宇曽集落センター／毎月第2金曜日）

●殿畑の会（台・羽高・岩伏公民館／毎月第3木曜日）

●いきいきサロン守実（空き家／毎週1回）

●山国よりあ（山国社会福祉センター/月末）　※社協事業

◎朝陽健康クラブ（山国福祉センター／毎週月曜日）

◎守実健康クラブ（守実公民館／毎週金曜日）

○オレンジカフェやまくに(山国社会福祉センター)

○オレンジカフェつきのき(中津市槻木交流センター)

●やまくにつゆくさサービス

●地域福祉ネットワーク協議会”源流の郷”やまくに福祉の会
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